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決算審査意見及び経営健全化審査意見について 

 

 地方公営企業法第３０条第２項及び地方公共団体の財政の健全化に関

する法律第２２条第１項の規定により審査に付された令和３年度福岡地

区水道企業団水道用水供給事業会計決算及び資金不足比率を審査したの

で、別紙のとおり意見を提出する。 
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令和３年度福岡地区水道企業団 

水道用水供給事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和３年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計決算 

２ 審査の方法 

決算審査に当たっては、企業長から提出された決算書及び事業報告書等付属書類が、地方公営企業

法並びにその他の関係法令に準拠して作成されているか、計数が正確であるか、かつ経営成績及び財政

状態を適正に表示しているか、また、事業の運営は、地方公営企業法の趣旨に則り、経済性の発揮ととも

に、公共の福祉増進のため合理的な運営がなされているかを主眼として審査を行った。 

審査は、決算の計数について、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類と照合確認を行うとともに、定期

監査及び例月現金出納検査の結果を参考とし、また、必要に応じ関係職員の説明を求めるなど慎重に行

った。 

 

第２ 審査の結果 

審査に付された決算書及び事業報告書等付属書類は、関係法令に従って作成され、その計数は正確

であり、経営成績及び財政状態は適正に表示されていると認めた。 

業務実績、予算の執行状況、経営成績及び財政状態につき審査した結果及び意見は、次に述べるとお

りである。 

なお、消費税及び地方消費税については、業務実績及び予算の執行状況は税込みで、経営成績、財

政状態及びむすびは税抜きで表示した。 

－1－
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１ 業務実績  

 (1) 用水供給業務 

令和３年度は、構成団体（１５団体）のうち久山町を除く６市６町１企業団１事務組合に対して水道用水を

供給した。 

筑後川流域において、４月は平年の６割、６～７月は４割、８月は４倍、１０月以降は６割程度の降雨量で

あり、少雨と多雨の二極化が顕著であったが、１年を通すと平年値を超える降雨量があり、安定して用水供

給を行った。 

令和３年度の年間供給水量は９，１７８万８，５８０ である。１日平均供給水量は２５万１，４７６ で、前年

度の２４万７，０４３ に比べ、４，４３３ （１．８％）増加した。 

令和３年度の施設能力に対する施設利用率（施設能力に対する１日平均供給水量の占める割合）は、 

８０．４％で、前年度から１．４ポイント増加し、安定供給水量に対する施設利用率（安定供給水量に対する 

１日平均供給水量の占める割合）は９３．８％で、前年度から１．７ポイント増加した。 

主な業務実績は下表のとおりである。 

 

主な業務実績 

対前年度増減 
区分 令和３年度 令和２年度 

  比率（％）

年間供給水量（ ） 91,788,580 90,170,823 1,617,757 1.8

１日平均供給水量( ） （a） 251,476 247,043 4,433 1.8

施設能力（ /日）    （b） 312,800 312,800 － －

施設能力に対する 
施設利用率（％） （（a）/（b）） 

80.4 79.0 1.4 ･･

安定供給水量（ /日） （c） 268,100 268,100 － －

安定供給水量に対する 
施設利用率（％） （（a）/（c）） 

93.8 92.1 1.7 ･･
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 (2) 主な建設改良事業 

① 管路の耐震化事業 〔設備費〕 

送水管路については、警固断層対策として、主要幹線のうち警固断層帯南東部を横断又は近接

する区間を優先して耐震化を進めており、牛頸浄水場内送水管布設工事等に１億９，３９４万円を執

行し整備は完了した。また、下原系・夫婦石系幹線管路整備の博多区西月隈地区下原系送水管布

設工事等に１４億２２１万円を執行した。 

② 改良・更新事業 〔設備費〕 

牛頸浄水場については、自家用発電設備更新工事等に１２億１５４万円を執行した。 

③ 福岡導水施設地震対策事業 〔国営事業等負担金〕 

福岡導水施設の耐震性を確保し、将来にわたり安定的に水道用水を供給するために必要となる対

策として、事業主体である独立行政法人水資源機構へ負担金６億１，３０７万円を執行した。 
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２ 予算の執行状況 

 (1) 収益的収入及び支出 

収益的収入（水道用水供給事業収益）は、予算額１２７億２６５万円に対し、決算額１２７億４６９万円で、

執行率は１００．０％となっている。決算額の内訳は、営業収益１１４億５，２２７万円、営業外収益１２億

４，９３５万円であり、営業収益のほとんどは用水供給料金（１１４億４，７８８万円）である。 

一方、収益的支出（水道用水供給事業費用）は、予算額１１５億６，５４６万円に対し、決算額は１１０億

９，９３４万円で、執行率は９６．０％となっており、３億７，６８７万円の不用額が生じている。不用額の主なも

のは、動力費の減等による営業費用３億７，１４９万円である。決算額の主なものは、減価償却費４９億

８，６３９万円、原水及び浄水費４８億７，３７２万円となっている。 

予算の補正状況について見ると、収益的支出において、海水淡水化センターの動力費及び消費税の

減等により、４，０２３万円の減額補正となっている。 

また、地方公営企業法第２６条第２項ただし書きの規定により、８，９２５万円が翌年度へ繰り越されてい

るが、これは、新型コロナウイルス感染症の影響により、年度内に工事が完了しなかったことによるものであ

る。 

 

収益的収入及び支出の予算決算対照表 （税込） 

 収  入     （単位：千円、％）

予算額 
区  分 

当初 補正 最終 
決算額 

最終予算額に

対する決算額

の増減 
執行率

水道用水供給事業収益 12,702,647 － 12,702,647 12,704,692 2,045 100.0

 営業収益 11,447,187 － 11,447,187 11,452,266 5,079 100.0

 営業外収益 1,252,385 － 1,252,385 1,249,351 △3,034 99.8

 特別利益 3,075 － 3,075 3,075 － 100.0

 支  出     （単位：千円、％）

予算額 
区  分 

当初 補正 流用増減 最終 
決算額 

翌年度

繰越額
不用額 執行率

水道用水供給事業費用 11,605,690 △40,227 － 11,565,463 11,099,335 89,254 376,874 96.0

 営業費用 11,202,333 △42,322 △77,974 11,082,037 10,621,295 89,254 371,488 95.8

 営業外費用 395,253 △11,963 77,974 461,264 461,255 － 9 100.0

 特別損失 3,104 14,058 － 17,162 16,786 － 376 97.8

 予備費 5,000 － － 5,000 － － 5,000 －
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 (2) 資本的収入及び支出 

資本的収入は、予算額１４億９，３４８万円に対し、決算額１４億８，７３３万円で、執行率は９９．６％で 

ある。決算額の内訳は、国庫補助金４億１，７５３万円、出資金１０億４，６２７万円、その他の資本的収入   

２，３５２万円となっている。 

資本的支出は、予算額７８億４，６７６万円に対し、決算額７４億４，９８９万円で、執行率は９４．９％とな

っており、１億８，７８２万円の不用額が生じている。不用額の主なものは、既存施設の改良・更新や管路

整備等に要する経費である設備費１億７，０６９万円である。また、地方公営企業法第２６条第１項の規定

により、設備費２億９０５万円が翌年度に繰り越されているが、工期の都合等により、年度内に完了しなか

ったことによるものである。 

決算額の主なものは、設備費２９億４，１３８万円、企業債等の償還金３８億６，１５５万円である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し５９億６，２５６万円不足しているが、これは、消費税資本

的収支調整額４億８８８万円、減債積立金取崩額１６億４，０３１万円及び損益勘定留保資金３９億１，３３７

万円で全額補てんされている。 

予算の補正状況を見ると、資本的収入において、国庫補助金が管路整備事業費の減により、３，８９８

万円の減額補正、資本的支出において、設備費の管路整備事業の請負工事費の減などにより、４億

６，８４２万円の減額補正となっている。 

 

 

－5－
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資本的収入及び支出の予算決算対照表 （税込）  

 収  入  （単位：千円、％）

予算額 

区  分 
当初 補正 

前年度 

繰越額 最終 
決算額 

最終予算額に

対する決算額

の増減 
執行率

翌年度 

繰越額 

資本的収入 1,378,854 △38,977 153,598 1,493,475 1,487,325 △6,150 99.6 －

 国庫補助金 297,912 △38,977 153,598 412,533 417,533 5,000 101.2 －

 出資金 1,053,861 － － 1,053,861 1,046,272 △7,589 99.3 －

 
その他の 

資本的収入 
27,081 － － 27,081 23,520 △3,561 86.9 －

 

 

 支  出     （単位：千円、％）

予算額 

区  分 
当初 補正 

前年度

繰越額
最終 

決算額 
翌年度 

繰越額 
不用額 執行率

資本的支出 7,686,833 △468,419 628,342 7,846,756 7,449,889 209,051 187,816 94.9

 設備費 3,161,195 △468,421 628,342 3,321,116 2,941,376 209,051 170,689 88.6

 
国営事業等 

負担金 
625,192 － － 625,192 613,067 － 12,125 98.1

 償還金 3,861,546 2 － 3,861,548 3,861,547 － 1 100.0

 
国庫補助金

返還金 
33,900 － － 33,900 33,899 － 1 100.0

 予備費 5,000 － － 5,000 － － 5,000 －

資本的収支 

不足額 
6,307,979 △429,442 474,744 6,353,281 5,962,564
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３ 経営成績  

 (1) 経常収支 

令和３年度の総収益は１１６億５，５９６万円であり、これに対する総費用は１０４億５，９４９万円で、差し引

き１１億９，６４７万円の純利益を生じている。これに前年度繰越利益剰余金５億円を加え、更に減債積立金

取崩額であるその他未処分利益剰余金変動額１６億４，０３１万円を加えた３３億３，６７８万円が、当年度未

処分利益剰余金となっている。 

総収益は前年度から０．４％、４，８６９万円増加している。これは、営業外収益の構成団体補助金が

１，７８７万円減少となる一方で、営業収益の給水収益が１，６１８万円、営業外収益の長期前受金戻入が

５，６１８万円増加したことなどによるものである。 

総費用は前年度に比べ４．９％、４億９，２５３万円増加している。これは、営業費用の原水及び浄水費が

３億２，０２９万円、減価償却費が２億１，７３９万円増加したことなどによるものである。 

総収益の総費用に占める割合を示す総収益対総費用比率は１１１．４％で、前年度の１１６．５％から５．１

ポイント低下している。 

営業収支では、営業利益（営業収益－営業費用）が２億３，２７８万円であり、前年度の営業利益７億

８，５００万円から５億５，２２２万円の減少となっている。これは、原水及び浄水費及び減価償却費の増など

による営業費用の５億６，７９６万円の増加などによるものである。このため、営業収益の営業費用に占める

割合を示す営業収支比率は１０２．３％となり、前年度の１０８．２％から５．９ポイント低下している。 

 (2) 収益、費用の構成比率 

収益、費用の構成比率の主なものについて見てみると、収益では給水収益が８９．３％で前年度から０．２

ポイント低下、長期前受金戻入が８．８％で前年度から０．４ポイント上昇している。費用では原水及び浄水

費が４２．７％で前年度から１．１ポイント上昇、減価償却費が４７．７％で前年度から０．１ポイント低下してい

る。 
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比較損益計算書 （税抜） 

      （単位：千円、％）

令和３年度 令和２年度 

対前年度増減 区分 
金 額 構成比

金額 比率 
金 額 構成比

総収益 11,655,961 100.0 48,691 0.4 11,607,271 100.0

 営業収益 10,411,151 89.3 15,736 0.2 10,395,415 89.6

  給水収益 10,407,163 89.3 16,178 0.2 10,390,985 89.5

  その他の営業収益 3,988 0.0 △441 △10.0 4,430 0.0

 営業外収益 1,241,735 10.7 29,879 2.5 1,211,856 10.4

  県補助金 59,163 0.5 △7,292 △11.0 66,455 0.6

  受取利息 12,814 0.1 1,339 11.7 11,475 0.1

  受託収益 74,333 0.6 1,188 1.6 73,145 0.6

  構成団体補助金 62,242 0.5 △17,868 △22.3 80,110 0.7

  長期前受金戻入 1,030,215 8.8 56,176 5.8 974,038 8.4

  雑収益 2,969 0.0 △3,664 △55.2 6,633 0.1

 特別利益 3,075 0.0 3,075 皆増 － －

  その他特別利益 3,075 0.0 3,075 皆増 － －

総費用 10,459,489 100.0 492,529 4.9 9,966,960 100.0

 営業費用 10,178,372 97.3 567,960 5.9 9,610,411 96.4

  原水及び浄水費 4,468,354 42.7 320,285 7.7 4,148,069 41.6

  送水費 426,965 4.1 42,185 11.0 384,781 3.9

  総係費 252,910 2.4 △4,154 △1.6 257,064 2.6

  議会費 11,834 0.1 △121 △1.0 11,955 0.1

  監査費 1,560 0.0 76 5.1 1,484 0.0

  減価償却費 4,986,387 47.7 217,386 4.6 4,769,000 47.8

  資産減耗費 30,362 0.3 △7,697 △20.2 38,059 0.4

 営業外費用 265,610 2.5 △85,348 △24.3 350,958 3.5

  支払利息 264,440 2.5 △81,428 △23.5 345,868 3.5

  雑支出 1,170 0.0 △3,921 △77.0 5,090 0.1

 特別損失 15,508 0.1 9,916 177.4 5,591 0.1

  その他特別損失 15,508 0.1 9,916 177.4 5,591 0.1

当年度純損益 1,196,472  △443,838 △27.1 1,640,310

営業利益(営業収益－営業費用） 232,779  △552,224 △70.3 785,004

※単位未満を四捨五入しているため、計及び増減の欄と一致しない場合がある。 
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４ 財政状態 

 (1) 資 産 

令和３年度末における資産総額は１，４８３億３，５４０万円で、前年度に比べ２２億６，５９８万円減少し

ている。資産の内訳は、固定資産が１，３８２億９，８００万円（構成比９３．２％）で、前年度（１，３９５億

８，９７９万円）に比べ０．９％、１２億９，１７９万円減少している。流動資産は１００億３，７４０万円（構成比

６．８％）で、前年度（１１０億１，１５８万円）に比べ８．８％、９億７，４１９万円減少している。 

固定資産の内訳は、有形固定資産が前年度（８８４億５２３万円）に比べ０．０％（０．００８％）、７４３万円

減少の８８３億９，７８０万円、無形固定資産が前年度（５０１億８，４５６万円）に比べ３．６％、１７億８，４３６

万円減少の４８４億２０万円、投資その他の資産が前年度（１０億円）に比べ５０.０％増加の１５億円となっ

ている。 

このうち、有形固定資産の減少については、建設仮勘定が２０億６，６４３万円増加したものの、減価償

却により構築物が１６億３，８０１万円、建物が２億５，７７８万円、機械及び装置が１億７，７２８万円減少し

たことなどによるものである。 

無形固定資産の減少は、減価償却により、ダム使用権が９億７，５４７万円、施設利用権が５億６，３０１

万円、水利権が２億４，５８８万円減少したことによるものである。 

また、債権購入により投資その他の資産が５億円増加した。 

流動資産の内訳は、現金預金８７億１，２５６万円、未収金１３億１，９１１万円などである。前年度（１１０

億１，１５８万円）と比較して８．８％、９億７，４１９万円減少している。未収金の主なものは、令和４年３月分

の用水供給料金９億５，２０４万円、国庫補助金２億６，３９４万円である。 

 (2) 負債及び資本 

令和３年度末における負債及び資本の総額は１，４８３億３，５４０万円となっている。構成は、負債が固

定負債８５億５，１９４万円、流動負債５９億４，４１７万円、繰延収益２８９億２，５４８万円、資本が資本金  

９８２億１，１８５万円、剰余金６７億１９６万円となっている。負債及び資本の総額は前年度に比べ２２億

６，５９８万円減少している。 

負債のうち、未払金は２５億６，４６３万円で、前年度（２６億８，２１４万円）と比較すると４．４％、１億  

１，７５１万円減少している。未払金の主なものは、営業費用、原水及び浄水費のうち、委託料として海水

淡水化施設維持管理業務委託５億２，６９９万円、設備費、諸設備費のうち請負工事費として牛頸浄水場

自家用発電機設備更新工事２億４，５０５万円、牛頸浄水場 PAC 注入電気設備更新工事１億１，２６２万

円、牛頸浄水場 PAC 注入機械設備更新工事１億１，０２２万円、博多区西月隈地区下原系送水管布設

工事１億６４６万円等である。 

財務の指標として、流動比率（流動負債に対する流動資産の割合を示す指標で、支払能力を判断す
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るための分析比率）は１６８．９％（前年度１６７．９％）と１．０ポイント上昇し、現金預金比率は１４６．６％

（前年度１５１．９％）と、前年度に比べ５．３ポイント低下した。負債比率（自己資本に対する負債の割合を

示す指標で、資本構成の安定性を判断するための分析比率）は、１３．８％と、前年度の１７．９％に比べ 

４．１ポイント低下している。 

次に、資本について見ると、内訳は資本金が９８２億１，１８５万円（構成比６６．２％）で、剰余金が６７億

１９６万円（構成比４．５％）となっている。 

剰余金のうちの資本剰余金は３３億６，５１８万円で前年度と同額である。なお、当年度未処分利益剰

余金は、前年度繰越利益剰余金５億円に当年度純利益１１億９，６４７万円を加え、更に、その他未処分

利益剰余金変動額１６億４，０３１万円を加えた３３億３，６７８万円となっている。 

以上の結果、令和３年度の自己資本構成比率は７０．７％と前年度の６８．２％に比べ２．５ポイント上昇

している。 
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比較貸借対照表 （税抜） 

        

令和３年度 令和２年度 

対前年度増減 区分 
金額 構成比

金額 比率 
金額 構成比

資産合計 148,335,397 100.0 △2,265,976 △1.5 150,601,373 100.0

 固定資産 138,297,998 93.2 △1,291,792 △0.9 139,589,789 92.7

  有形固定資産 88,397,802 59.6 △7,428 △0.0 88,405,230 58.7

   土地 8,667,861 5.8 － － 8,667,861 5.8

   建物 8,673,896 5.8 △257,781 △2.9 8,931,677 5.9

   構築物 46,216,158 31.2 △1,638,014 △3.4 47,854,172 31.8

   機械及び装置 10,862,856 7.3 △177,280 △1.6 11,040,136 7.3

   車両運搬具 910 0.0 △102 △10.0 1,012 0.0

   工具器具及び備品 158,190 0.1 10,291 7.0 147,899 0.1

   リース資産 45,684 0.0 △10,976 △19.4 56,660 0.0

   建設仮勘定 13,772,246 9.3 2,066,434 17.7 11,705,813 7.8

  無形固定資産 48,400,196 32.6 △1,784,364 △3.6 50,184,559 33.3

   ダム使用権 32,450,503 21.9 △975,474 △2.9 33,425,977 22.2

   水利権 4,671,652 3.1 △245,876 △5.0 4,917,529 3.3

   施設利用権 11,278,040 7.6 △563,014 △4.8 11,841,054 7.9

  投資その他の資産 1,500,000 1.0 500,000 50.0 1,000,000 0.7

   投資有価証券 1,500,000 1.0 500,000 50.0 1,000,000 0.7

 流動資産 10,037,399 6.8 △974,185 △8.8 11,011,584 7.3

  現金預金 8,712,559 5.9 △1,247,020 △12.5 9,959,579 6.6

  未収金 1,319,113 0.9 272,660 26.1 1,046,453 0.7

  保管有価証券 5,400 0.0 － － 5,400 0.0

  前払費用 328 0.0 175 115.3 152 0.0

※有形固定資産の金額は、年度末償却未済高 

※単位未満を四捨五入しているため、計及び増減の欄と一致しない場合がある。 
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（単位：千円、％） 

令和３年度 令和２年度 

対前年度増減 区分 
金額 構成比 

金額 比率 
金額 構成比

負債・資本合計 148,335,397 100.0 △2,265,976 △1.5 150,601,373 100.0

負債 43,421,585 29.3 △4,508,721 △9.4 47,930,305 31.8

 固定負債 8,551,937 5.8 △3,272,776 △27.7 11,824,714 7.9

  企業債 7,772,414 5.2 △1,729,977 △18.2 9,502,391 6.3

  国営事業等償還金 744,930 0.5 △1,539,405 △67.4 2,284,334 1.5

  リース債務 28,576 0.0 △9,412 △24.8 37,988 0.0

  引当金（退職） 6,017 0.0 6,017 皆増 － －

 流動負債 5,944,171 4.0 △612,883 △9.3 6,557,054 4.4

  企業債 1,729,977 1.2 △233,709 △11.9 1,963,685 1.3

  国営事業等償還金 1,539,403 1.0 △268,083 △14.8 1,807,486 1.2

  リース債務 17,108 0.0 △1,564 △8.4 18,672 0.0

  未払金 2,564,632 1.7 △117,509 △4.4 2,682,142 1.8

  預り金 36,135 0.0 7,435 25.9 28,700 0.0

  引当金 56,916 0.0 546 1.0 56,370 0.0

 繰延収益 28,925,477 19.5 △623,061 △2.1 29,548,537 19.6

  長期前受金 25,382,572 17.1 △1,029,881 △3.9 26,412,453 17.5

   受贈財産評価額 28,826 0.0 △1,088 △3.6 29,913 0.0

   国庫補助金 23,054,182 15.5 △906,507 △3.8 23,960,689 15.9

   県補助金 2,050,441 1.4 △113,739 △5.3 2,164,180 1.4

   その他長期前受金 249,123 0.2 △8,547 △3.3 257,671 0.2

  建設仮勘定長期前受金 3,542,905 2.4 406,820 13.0 3,136,084 2.1

   国庫補助金 3,407,012 2.3 383,300 12.7 3,023,711 2.0

   その他長期前受金 135,893 0.1 23,520 20.9 112,373 0.1

資本 104,913,812 70.7 2,242,744 2.2 102,671,068 68.2

 資本金 98,211,853 66.2 2,436,789 2.5 95,775,064 63.6

  資本金 98,211,853 66.2 2,436,789 2.5 95,775,064 63.6

   出資金 58,265,774 39.3 1,046,272 1.8 57,219,502 38.0

   組入資本金 39,946,079 26.9 1,390,517 3.6 38,555,562 25.6

 剰余金 6,701,959 4.5 △194,045 △2.8 6,896,004 4.6

  資本剰余金 3,365,177 2.3 － － 3,365,177 2.2

  利益剰余金 
(当年度未処分利益剰余金) 

3,336,782 2.2 △194,045 △5.5 3,530,827 2.3

※長期前受金の金額は、年度末収益化未済高
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 (3) 企業債及び国営事業等償還金 

令和３年度の企業債借入額は無く、償還額は企業債が前年度に比べ６．０％、１億２，４８２万円減の

１９億６，３６９万円、国営事業等償還金が前年度に比べ２．８％、４，９４２万円増の１８億７４９万円で、合

計３７億７，１１７万円である。その結果、令和３年度末の未償還残高は、前年度に比べ２４．２％、３７億  

７，１１７万円減の１１７億８，６７２万円となっている。 

過去５か年の企業債及び国営事業等償還金の借入額、償還額及び年度末の未償還残高の推移は 

下表のとおりである。企業債の新規借り入れの抑制並びに繰上償還等を積極的に実施した結果、令和３

年度末の未償還残高（１１７億８，６７２万円）は、平成２９年度末の残高２７０億９，４１５万円に比べ、   

５６．５％、１５３億７４３万円減少している。 
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５ む す び 

以上が令和３年度の決算概要である。 

令和３年度の経営収支について、主な業務実績（２ページ）及び比較損益計算書（８ページ）により前年

度と比較すると、営業収益については、給水収益の増により、１，５７４万円増加しており、営業外収益も、長

期前受金戻入の増などにより、２，９８８万円増加している。また特別利益も３０８万円増加（皆増）している。よ

って、令和３年度の総収益は４，８６９万円、対前年度比０．４％の増加となっている。 

一方、費用については、営業費用では、原水及び浄水費及び減価償却費の増などにより５億６，７９６万

円、対前年度比５．９％の増、営業外費用は、企業債及び国営事業等償還金の償還が進んだことによる支

払利息の減により８，５３５万円の減となっている。また、特別損失は９９２万円の増となっていることから、令和

３年度の総費用は４億９，２５３万円、対前年度比４．９％の増加となっている。 

これらの結果、総収益は１１６億５，５９６万円、これに対する総費用は１０４億５，９４９万円となり、令和３年

度決算において純利益１１億９，６４７万円を生じている。これに前年度繰越利益剰余金５億円を加え、更

に、その他未処分利益剰余金変動額１６億４，０３１万円を加えた３３億３，６７８万円が、当年度未処分利益

剰余金となっている。 

財政収支計画（令和元年度～令和４年度）では、令和３年度に純利益８億１４６万円を見込んでいたとこ

ろ、令和３年度決算では３億９,５０２万円増加し、前記のように、１１億９，６４７万円の純利益を生じている。純

利益の増加の理由は、支出の減である。計画上の収益的収入予定額１１６億１，９１１万円に対し、収入実績

は１１６億５，５９６万円（３，６８５万円、０．３％増）となった。一方で、収益的支出予定額１０８億１，７６６万円に

対し、支出実績は１０４億５，９４９万円（３億５，８１７万円、３．３％減）となった。支出減となった主な理由は、

筑後川の流況に応じて海水淡水化センターの生産水量を調整するなど効率的な水運用を行ったことによる

動力費等の維持管理費の減等によるものである。 

企業団では、昭和４８年の設立以来、福岡都市圏に水道用水を安定供給するため、管路等の施設整備と

水源開発を進めてきた。企業団最後の水源開発である五ケ山ダムは、平成２９年度に竣工し、令和２年７月

３０日より放流水の活用による用水供給を開始しており、令和３年１月２１日に正式にダムの運用が開始され

た。これにより、企業団の長年にわたる水源開発が完了し、水源開発の時代から維持管理の時代へと移行

することとなった。 

企業団の設立から４９年、用水供給開始から３８年が経過しており、施設の老朽化対策を実施するととも

に、企業団の送水エリアには警固断層帯などの活断層が存在しているため、管路の耐震化対策も一層推進

していかなければならない。 

一方、企業団の財政状況については、平成３０年度に見直した長期財政収支見通し２０１８（令和１９年度

までの１９年間）によると、健全な状態の維持が見込まれているが、今後、老朽化が進んでいく施設の更新な
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どの事業に多額の支出が見込まれる。 

このため、今後の事業運営に当たっては、計画的・効率的な事業実施に努め、経営の安定化を図り、持

続可能な用水供給事業の実現に向けての更なる企業努力を行われたい。 

水道は安心で快適な生活に必要不可欠な施設であり、水は有限で貴重な資源である。当企業団が供給

する水道用水は、福岡都市圏約２６０万人の需要の約４割を占めるに至っている。企業団は、構成団体へ安

全で良質な水道用水を安定的かつ安価に供給するという重大な責務を担っており、構成団体の信頼に十

分に応えなくてはならない。 

福岡都市圏の給水人口は、全国的な人口減少の趨勢に関わらず、当面増加の見込みであり、また、近年

の気象状況の不安定さによって少雨、多雨の二極化の傾向が強まっている。このため、水道用水供給の更

なる安定を図るとともに、常に渇水及び豪雨に備える必要がある。よって、筑後川の流況の安定化に向けて

筑後川水系ダム群連携事業についても、今後、国、県、流域自治体等関係機関との連携を密にし、事業の

促進に積極的に努力されたい。 

以上のとおり要望して、令和３年度決算審査の意見とするものである。 
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令 和 ３ 年 度 福 岡 地 区 水 道 企 業 団 

水道用水供給事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の対象 

令和３年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計資金不足比率 

 

２ 審査の方法 

この経営健全化審査は、企業長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載 

した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 

 

３ 審査の結果 

 (1) 総合意見 

審査に付された資金不足比率及び算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成 

されているものと認められる。 

比  率  名 令和３年度 経営健全化基準 

資金不足比率 － ２０％ 

      （注）資金不足が発生していない場合は「－」で表記 

 (2) 個別意見 

資金不足比率の算定の基礎は、流動負債から流動資産を控除した額がプラスになったことにより  

判断するものであり、令和３年度決算においては、流動負債５，９４４，１７１，０５５円から流動資産     

１０，０３７，３９９，４７９円を差し引いた額は０円（マイナスの場合は０）となっており、資金不足は生じて  

いない。 

 (3) 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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審 査 資 料 





　１　業　務　実　績　表

項　　　目 単　位 令和３年度 令和２年度 備　　　　考

91,788,580 90,170,823

91,788,580 90,170,823

 　年 間 総 有 収 水 量
100 100                                    × 100

 　年 間 総 供 給 水 量

251,476 247,043

251,476 247,043

   １ 日 平 均 供 給 水 量
80.40 78.98                                      × 100

   １日供給能力（施設能力）

   １ 日 平 均 供 給 水 量
93.80 92.15                                      　　　　× 100

   １日供給能力（安定供給水量）

   １ 日 最 大 供 給 水 量
85.71 85.71                                       　　× 100

   １日供給能力（施設能力）

   年 間 総 供 給 水 量
10.38 10.20                                     　　　　　　×10,000

　 有形固定資産(建設仮勘定含む)

   年 間 総 供 給 水 量
585.16 574.85

   送  水  管  延  長

69 69 　機構定数（企業長含まない）

69 69

   年 間 総 有 収 水 量
1,330,269 1,306,824

   損 益 勘 定 職 員 数

  営   業   収   益　（税抜）

150,886 150,658
   損 益 勘 定 職 員 数

   有 形 固 定 資 産
1,281,128 1,281,235

   職    員    数

  給   水   収   益　（税抜）

113.38 115.24
   年 間 総 有 収 水 量

 経常費用-受託工事費等-長期前受金戻入
102.56 99.67 　　（税抜）　　　　　　（税抜）　　　　　　　　　（税抜）

   　　　　　　　年 間 総 有 収 水 量

　年間総供給水量  

　年間総有収水量  

　有　　　収　　　率 ％

　１日平均供給水量  

　１日平均有収水量  

　安定供給水量に対する
　施　設　利　用　率

％

　施設能力に対する
　施　設　利　用　率

％

　最　大　稼　働　率 ％

　固定資産使用効率   ／万円

　送水管使用効率   ／ｍ

 職員数

　総　　　数 人

 上記の内
 損益勘定職員

　供　　給　　単　　価 円／ 

　給　　水　　原　　価 円／ 

 上記から「建設改良事業に従事する
 職員」を除いた職員数

職　員
１　人
当たり

　供給水量  

　営業収益 千円

　有形固定資産 千円

人
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２　予　算　決　算　対　照　表 
　　（１）　収　益　的　収　支

収　入

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ｂ－Ａ

　 12,702,647,000 100.0 12,704,691,971 100.0 2,044,971

 (1) 営業収益 　 11,447,187,000 90.1 11,452,266,087 90.1 5,079,087

3  (2) 営業外収益 　 1,252,385,000 9.9 1,249,350,884 9.8 △ 3,034,116

 (3) 特別利益 3,075,000 0.0 3,075,000 0.0 －

　 12,646,905,000 100.0 12,654,372,430 100.0 7,467,430

 (1) 営業収益 　 11,435,370,000 90.4 11,434,956,216 90.4 △ 413,784

2  (2) 営業外収益 　 1,211,535,000 9.6 1,219,416,214 9.6 7,881,214

 (3) 特別利益 － － － － －

　 55,742,000 　 50,319,541

 (1) 営業収益 　 11,817,000 　 17,309,871

差引  (2) 営業外収益 　 40,850,000 　 29,934,670

 (3) 特別利益 3,075,000 3,075,000

(注)　１　消費税及び地方消費税を含む。

(注)　２　構成比率は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。

 １　水道用水供給事業収益

 １　水道用水供給事業収益

 １　水道用水供給事業収益
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支　出 (単位：円、％)

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ａ－Ｂ

　 11,565,463,000 100.0 11,099,335,104 100.0 466,127,896

 (1) 営業費用 　 11,082,037,000 95.8 10,621,294,672 95.7 460,742,328

3  (2) 営業外費用 　 461,264,000 4.0 461,254,659 4.2 9,341

 (3) 特別損失 　 17,162,000 0.1 16,785,773 0.2 376,227

 (4) 予備費 　 5,000,000 0.0 － 　 － 5,000,000

　 11,112,218,000 100.0 10,667,325,632 100.0 444,892,368

 (1) 営業費用 　 10,456,089,000 94.1 10,016,199,831 93.9 439,889,169

2  (2) 営業外費用 　 644,978,000 5.8 644,975,291 6.0 2,709

 (3) 特別損失 　 6,151,000 0.1 6,150,510 0.1 490

 (4) 予備費 　 5,000,000 0.0 － 　 － 5,000,000

　 453,245,000 　 432,009,472

 (1) 営業費用 　 625,948,000 　 605,094,841

差引  (2) 営業外費用 　 △ 183,714,000 　 △ 183,720,632

 (3) 特別損失 　 11,011,000 　 10,635,263

 (4) 予備費 　 － 　 －

　

 １　水道用水供給事業費用

 １　水道用水供給事業費用

 １　水道用水供給事業費用
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　　(２)　資　本　的　収　支 

収　入

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ｂ－Ａ

　 1,493,475,000 　 100.0 　 1,487,325,215 　 100.0 △ 6,149,785

 (1) 国庫補助金 　 412,533,000 27.6 　 417,533,000 28.1 5,000,000

 (2) 出資金 1,053,861,000 70.6 1,046,272,000 70.3 △ 7,589,000

 (3) その他の資本的収入 　 27,081,000 1.8 　 23,520,215 1.6 △ 3,560,785

　 1,595,497,000 　 100.0 　 1,430,452,068 　 100.0 △ 165,044,932

 (1) 国庫補助金 　 578,968,000 36.3 　 425,370,000 29.7 △ 153,598,000

 (2) 出資金 925,082,000 58.0 908,782,000 63.5 △ 16,300,000

 (3) その他の資本的収入 　 91,447,000 5.7 　 96,300,068 6.7 4,853,068

　 △ 102,022,000 　 56,873,147

 (1) 国庫補助金 　 △ 166,435,000 　 △ 7,837,000

 (2) 出資金 　 128,779,000 　 137,490,000

 (3) その他の資本的収入 　 △ 64,366,000 　 △ 72,779,853

　

　 　

　（注）１　消費税及び地方消費税を含む。

　（注）２　構成比率は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。

　（注）３　令和３年度決算において、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 5,962,564,263円は、

　消費税資本的収支調整額 408,884,598円、減債積立金 1,640,310,060円及び損益勘定留保資金

　3,913,369,605円で補てんされている。　

 １　資本的収入

3

 １　資本的収入

差引

 １　資本的収入

2
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支　出 (単位：円、％)

年度 科　　目 予　算　額 構　成 決　算　額 構　成 差　　引

Ａ 比　率 Ｂ 比　率 Ａ－Ｂ

7,846,756,000 　 100.0 7,449,889,478 　 100.0 　 396,866,522

 (1) 設備費 3,321,116,000 　 42.3 2,941,375,677 　 39.5 　 379,740,323

 (2) 国営事業等負担金 625,192,000 8.0 613,067,482 8.2 　 12,124,518

 (3) 償還金 3,861,548,000 49.2 3,861,547,237 51.8 　 763

 (4) 国庫補助金返還金 33,900,000 　 0.4 33,899,082 　 0.5 　 918

 (5) 予備費 5,000,000 0.1 － － 　 5,000,000

　

7,746,797,000 　 100.0 6,997,838,158 　 100.0 　 748,958,842

 (1) 設備費 3,346,517,000 　 43.2 2,635,909,531 　 37.7 　 710,607,469

 (2) 国営事業等負担金 460,792,000 5.9 427,452,720 6.1 　 33,339,280

 (3) 償還金 3,934,488,000 50.8 3,934,475,907 56.2 　 12,093

 (4) 国庫補助金返還金 － 　 - － 　 － 　 －

 (5) 予備費 5,000,000 0.1 － － 　 5,000,000

　

99,959,000 452,051,320

 (1) 設備費 △ 25,401,000 305,466,146

 (2) 国営事業等負担金 164,400,000 185,614,762

 (3) 償還金 △ 72,940,000 △ 72,928,670

 (4) 国庫補助金返還金 33,900,000 33,899,082

 (5) 予備費 － －

 １　資本的支出

3

 １　資本的支出

 １　資本的支出

2

差引
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借 　方

3 年 度 2　　　年　　　度

科　　　目 対 前 年 度 増 減

金　　　額 比　率

１ 営　 業　 費　 用 10,178,371,603 97.3 　 567,960,494 　 5.9 9,610,411,109 96.4

　 　

 (1) 原水及び浄水費 4,468,353,558 42.7 　 320,284,878 　 7.7 4,148,068,680 41.6

 (2) 送水費 426,965,269 4.1 　 42,184,550 　 11.0 384,780,719 3.9

 (3) 総係費 252,910,114 2.4 △ 4,153,554 △ 1.6 257,063,668 2.6

 (4) 議会費 11,834,147 0.1 △ 121,076 △ 1.0 11,955,223 0.1

 (5) 監査費 1,560,005 0.0 　 76,279 　 5.1 1,483,726 0.0

 (6) 減価償却費 4,986,386,711 47.7 　 217,386,465 　 4.6 4,769,000,246 47.8

 (7) 資産減耗費 30,361,799 0.3 △ 7,697,048 △ 20.2 38,058,847 0.4

　 　

２ 営　業　外　費　用 265,609,636 2.5 △ 85,348,375 △ 24.3 350,958,011 3.5

　 　

 (1) 支払利息 264,439,925 2.5 △ 81,427,868 △ 23.5 345,867,793 3.5

 (2) 雑 支 出 1,169,711 0.0 △ 3,920,507 △ 77.0 5,090,218 0.1

３ 特 別 損 失 15,507,773 0.1 　 9,916,400 △ 177.4 5,591,373 0.1

 (1) その他特別損失 15,507,773 0.1 　 9,916,400 △ 177.4 5,591,373 0.1

　 　

計　　 10,459,489,012 100.0 　 492,528,519 　 4.9 9,966,960,493 100.0

　

　当 年 度 純 損 益 1,196,472,269 ･･ △ 443,837,791 △ 27.1 1,640,310,060 ･･

　 　

合　　　計　　 11,655,961,281 ･･ 　 48,690,728 　 0.4 11,607,270,553 ･･

(注) １　消費税及び地方消費税を含まない。

(注) ２　構成比率は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。

３ 比 較 損 益 計 算 書

金　　　額 金　　　額
構　成
比　率

構　成
比　率
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　(単位：円、％)

貸 　方

3 年 度 2　　　年　　　度

科　　目 対 前 年 度 増 減

金　　　額 比　率

１ 営　 業　 収　 益 10,411,151,063 89.3 　 15,736,247 　 0.2 10,395,414,816 89.6

　 　

 (1) 給水収益 10,407,162,765 89.3 　 16,177,569 　 0.2 10,390,985,196 89.5

 (2) その他の営業収益 3,988,298 0.0 △ 441,322 △ 10.0 4,429,620 0.0

　

２ 営　業　外　収　益 1,241,735,218 10.7 　 29,879,481 　 2.5 1,211,855,737 10.4

　

 (1) 県補助金 59,163,000 0.5 △ 7,292,000 △ 11.0 66,455,000 0.6

 (2) 受取利息 12,813,512 0.1 　 1,338,962 　 11.7 11,474,550 0.1

 (3) 受託収益 74,333,133 0.6 　 1,187,917 　 1.6 73,145,216 0.6

 (4) 構成団体補助金 62,242,000 0.5 △ 17,868,000 △ 22.3 80,110,000 0.7

 (5) 長期前受金戻入 1,030,214,898 8.8 　 56,176,456 　 5.8 974,038,442 8.4

 (6) 雑収益 2,968,675 0.0 △ 3,663,854 △ 55.2 6,632,529 0.1

　 　

3 特別利益 3,075,000 0.0 　 3,075,000 皆増 － －

 (1) その他特別利益 3,075,000 0.0 　 3,075,000 皆増 － －

　 　

計　　 11,655,961,281 100.0 　 48,690,728 　 0.4 11,607,270,553 100.0

　

　 　

合　　　計　　 11,655,961,281 ･･ 　 48,690,728 　 0.4 11,607,270,553 ･･

構　成
比　率

構　成
比　率

金　　　額金　　　額
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４　比 較 貸 借 対 照 表

構　成 対 前 年 度 増 減 構　成

比　率 金　　　額 比　率

１ 固 定 資 産 138,297,997,620 93.2 △ 0.9 139,589,789,191 92.7

  (1) 有 形 固 定 資 産 88,397,801,913 59.6 △ 0.0 88,405,229,787 58.7

　 ｲ 土 地 8,667,860,956 5.8 － 8,667,860,956 5.8

　 ﾛ 建 物 18,818,648,058 0.2 18,772,405,143

減価償却累計額 10,144,751,776△    5.8 △ 3.1 9,840,728,189 △     5.9

　 ﾊ 構 築 物 90,273,520,807 0.1 90,223,374,814

減価償却累計額 44,057,362,853△    31.2 △ 4.0 42,369,202,368 △    31.8

　 ﾆ 機 械 及 び 装 置 35,999,447,503 1.3 35,538,025,290

減価償却累計額 25,136,591,442△    7.3 △ 2.6 24,497,889,632 △    7.3

　 ﾎ 車 両 運 搬 具 9,062,892 － 9,062,892

減価償却累計額 8,152,797△           0.0 △ 1.3 8,051,244 △           0.0

　 ﾍ 工具器具及び備品 979,024,684 0.8 971,337,104

減価償却累計額 820,834,715△        0.1 0.3 823,437,843 △        0.1

 ﾄ リ ー ス 資 産 118,807,200 △ 1.4 120,487,200

減価償却累計額 73,122,900△          0.0 △ 14.6 63,826,900 △          0.0

 ﾁ 建 設 仮 勘 定 13,772,246,296 9.3 17.7 11,705,812,564 7.8

  (2) 無 形 固 定 資 産 48,400,195,707 32.6 △ 3.6 50,184,559,404 33.3

　 ｲ ダ ム 使 用 権 32,450,503,235 21.9 △ 2.9 33,425,976,920 22.2

　 ﾛ 水 利 権 4,671,652,117 3.1 △ 5.0 4,917,528,543 3.3

　 ﾊ 施 設 利 用 権 11,278,040,355 7.6 △ 4.8 11,841,053,941 7.9

  (3) 投資その他の資産 1,500,000,000 1.0 50.0 1,000,000,000 0.7

　 ｲ 投 資 有 価 証 券 1,500,000,000 1.0 50.0 1,000,000,000 0.7

２ 流 動 資 産 10,037,399,479 6.8 △ 8.8 11,011,584,149 7.3

  (1) 現 金 預 金 8,712,558,604 5.9 △ 12.5 9,959,578,524 6.6

  (2) 未 収 金 1,319,113,356 0.9 26.1 1,046,453,476 0.7

  (3) 保 管 有 価 証 券 5,400,000 0.0 － 5,400,000 0.0

  (4) 前 払 費 用 327,519 0.0 115.3 152,149 0.0

148,335,397,099 100.0 △ 1.5 150,601,373,340 100.0

(注) １　消費税及び地方消費税を含まない。

(注) ２　構成比率は四捨五入しているため計の欄と一致しない場合がある。

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　率
金　　　額

1,291,791,571 △      

7,427,874 △            

－

46,242,915

304,023,587 △         

50,145,993

975,473,685 △         

1,688,160,485 △      

461,422,213

638,701,810 △         

－

101,553 △               

7,687,580

272,659,880

－

175,370

1,247,019,920 △      

2,603,128

1,680,000 △            

9,296,000 △            

2,066,433,732

1,784,363,697 △      

245,876,426 △         

2　　　　年　　　　度

金　　　額

合　　　計

科　　　目

3　　　　年　　　　度

2,265,976,241△     

563,013,586 △         

500,000,000

500,000,000

974,184,670 △         
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( 単位：円、％ )

構　成 構　成

比　率 金　　　額 比　率

３ 固 定 負 債 8,551,937,374 5.8 △ 27.7 11,824,713,765 7.9

  (1) 企 業 債 7,772,414,439 5.2 △ 18.2 9,502,391,174 6.3

  (2) 国営事業等償還金 744,929,711 0.5 △ 67.4 2,284,334,291 1.5

  (3) リ ー ス 債 務 28,576,100 0.0 △ 24.8 37,988,300 0.0

  (4) 引 当 金 （ 退 職 ） 6,017,124 0.0 皆増 － －

４ 流 動 負 債 5,944,171,055 4.0 △ 9.3 6,557,054,409 4.4

  (1) 企 業 債 1,729,976,735 1.2 △ 11.9 1,963,685,279 1.3

  (2) 国営事業等償還金 1,539,403,000 1.0 △ 14.8 1,807,486,000 1.2

  (3) リ ー ス 債 務 17,108,200 0.0 △ 8.4 18,672,000 0.0

  (4) 未 払 金 2,564,632,335 1.7 △ 4.4 2,682,141,732 1.8

  (5) 預 り 金 36,134,785 0.0 25.9 28,699,836 0.0

  (6) 引 当 金 56,916,000 0.0 1.0 56,369,562 0.0

５ 繰 延 収 益 28,925,476,522 19.5 △ 2.1 29,548,537,287 19.6

  (1) 長 期 前 受 金 25,382,571,683 17.1 △ 3.9 26,412,452,857 17.5

　 ｲ 受贈財産評価額 67,065,504 － 67,065,504

収 益 化 累 計 額 38,239,960△          0.0 △ 2.9 37,152,068 △          0.0

 ﾛ 国 庫 補 助 金 42,658,540,503 △ 0.3 42,780,134,397

収 益 化 累 計 額 19,604,358,677△    15.5 △ 4.2 18,819,445,210 △    15.9

　 ﾊ 県 補 助 金 13,028,909,081 △ 0.0 13,029,319,701

収 益 化 累 計 額 10,978,468,090△    1.4 △ 1.0 10,865,140,051 △    1.4

　 ﾆ その他長期前受金 421,405,494 △ 0.0 421,455,324

収 益 化 累 計 額 172,282,172△        0.2 △ 5.2 163,784,740 △        0.2

  (2) 建設仮勘定長期前受金 3,542,904,839 2.4 13.0 3,136,084,430 2.1

   ｲ 国 庫 補 助 金 3,407,011,558 2.3 12.7 3,023,711,364 2.0

   ﾛ その他長期前受金 135,893,281 0.1 20.9 112,373,066 0.1

６ 資 本 金 98,211,853,125 66.2 2.5 95,775,064,347 63.6

  (1) 資 本 金 98,211,853,125 66.2 2.5 95,775,064,347 63.6

   ｲ 出 資 金 58,265,774,000 39.3 1.8 57,219,502,000 38.0

　 ﾛ 組 入 資 本 金 39,946,079,125 26.9 3.6 38,555,562,347 25.6

７ 剰 余 金 6,701,959,023 4.5 △ 2.8 6,896,003,532 4.6

  (1) 資 本 剰 余 金 3,365,176,694 2.3 － 3,365,176,694 2.2

　 ｲ 受贈財産評価額 3,020,228 0.0 － 3,020,228 0.0

　 ﾛ 国 庫 補 助 金 2,810,751,961 1.9 － 2,810,751,961 1.9

   ﾊ 県 補 助 金 66,141,266 0.0 － 66,141,266 0.0

　 ﾆ その他資本剰余金 485,263,239 0.3 － 485,263,239 0.3

  (2) 利 益 剰 余 金 3,336,782,329 2.2 △ 5.5 3,530,826,838 2.3

　 ｲ 3,336,782,329 2.2 △ 5.5 3,530,826,838 2.3

合　　　計 148,335,397,099 100.0 △ 1.5 150,601,373,340 100.0

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　率
金　　　額

2　　　　年　　　　度

－

194,044,509 △         

8,497,432 △            

406,820,409

383,300,194

23,520,215

2,436,788,778

2,436,788,778

－

784,913,467 △         

410,620 △               

194,044,509 △         

2,265,976,241△     

1,046,272,000

1,390,516,778

194,044,509 △         

－

－

－

113,328,039 △         

49,830 △                 

117,509,397 △         

7,434,949

546,438

623,060,765 △         

1,029,881,174 △      

－

1,087,892 △            

121,593,894 △         

対 前 年 度 増 減

3,272,776,391 △      

1,729,976,735 △      

1,539,404,580 △      

9,412,200 △            

6,017,124

612,883,354 △         

233,708,544 △         

268,083,000 △         

1,563,800 △            

3　　　　年　　　　度

金　　　額

 当年度未処分利益剰余金

科　　　目
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 ５  経　営　分　析　表

３ 年 度 ２ 年 度

　　　　　　　　　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　× 100

収 　　平均総資本（資本・負債合計の２年平均）

　　　　　　　　　　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　× 100

益   　平均自己資本（（資本金＋剰余金）の２年平均）

　　総　　収　　益
　　　　　　　　　　　　　　× 100

率 　　総　　費　　用

　　営業収益　-  受託工事収益
（％） 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　× 100

　　営業費用  -  受託工事費用 

　　純　　利　　益
　　　　　　　　　　　　　　× 100

　 　　総　　収　　益

　  　固 定 負 債
　　　　　　　　　　　　　　× 100

　  負債・資本合計

　  　流 動 負 債
　　　　　　　　　　　　　　× 100

財 　  負債・資本合計

　  自己資本（資本金＋剰余金）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　× 100

務 　   　　　負債・資本合計

　  　　　　　　　固　　定　　資　　産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

比 　  長期資本（固定負債＋資本金＋剰余金）

  　流　　動　　資　　産
　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

率   　流　　動　　負　　債

  　現金預金　＋　未収金
（％） 　　　　　　　　　　　　　　　   × 100

  　  流　　動　　負　　債

  　現　　金　　預　　金
　　　　　　　　　　　　　　　 × 100

  　流　　動　　負　　債

  　負債 （固定負債＋流動負債）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　× 100

　   　自己資本（資本金＋剰余金）

  　　　　　　　　　　営　業　収　益
　　　　　　　　　　　　　　　

回 　　平均総資本（資本・負債合計の２年平均）

    　　　　　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

転   　平均自己資本（（資本金＋剰余金）の２年平均）

    　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

率    平均 （固定資産－建設仮勘定）　　※２年平均

    　　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

（回） 　  平均流動資産（流動資産の２年平均）

    　　　　　営   業   収   益
　　　　　　　　　　　　　　　

　  平均未収金（未収金の２年平均）

（注）収益、利益及び費用は、消費税及び地方消費税を含まない額で算定。

　総資本回転率 0.07

　負債比率

　未収金回転率 8.80 8.75

　自己資本回転率

0.08 0.08

0.10

17.90

　流動資産回転率 0.99

  固定資産対長期資本比率 121.89

146.57

　流動比率 168.86

13.82

0.07

　固定資産回転率

0.91

0.10

　当座比率 168.76 167.85

　現金預金比率 151.89

167.93

121.92

70.73 68.17　自己資本構成比率

　流動負債構成比率 4.01 4.35

　固定負債構成比率 5.77 7.85

　営業収支比率 102.29 108.17

　純利益対総収益率 10.26 14.13

　総資本利益率 0.80 1.08

　自己資本利益率 1.15 1.62

　総収益対総費用比率

項　　　目
比　　率

算　　　式

111.44 116.46
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企業に投下され運用されている資本の効率を表すもので、指数が大きいほど業務活動
が活発である。

負債を自己資本より超過させないことが健全経営の第一義であるので、１００％以下が理想である。

流動資産に対する営業収益の割合で、指数が大きいほど良い。

固定資産は自己資本（資本金＋剰余金）と固定負債から調達されるべきものとする企業財政上の原則か
ら、１００％以下が理想である。１００％を超えると過大投資である。

企業の取引量である営業収益と未収金の関係を見る指標で、未収金に固定する金額の
適否を測定するものである。指数が大きいほど良い。

回転率は、企業
の 活 動 性 を 示
すもので、これ
らの比率が大き
いほど資本が効
率的に使われて
いることを表す。

企業の取引量である営業収益と設備資産（固定資産－土地－建設仮勘定）に投下され
た資本との関係を見る指標で、指数が小さい場合は設備資産の利用度が低いことを示
す。

自己資本の効率を総資本から切り離して測定するものである。指数が大きいほど企業の
体質が強く、安定している。

自己資本
構成比率

流動負債に対する現金預金の割合を示す比率で、１００％以上が理想比率とされている。

固定負債構成比率、流動負債構成比率、自己資本構成比率は、総資本（負債＋資本）
と、これを構成する固定負債、流動負債及び自己資本（資本金＋剰余金）との関係を示
す指標である。
固定負債構成比率が小であり、自己資本構成比率が大であるほど、経営の安定性は大
きい。

固定負債
構成比率

流動負債
構成比率

1年以内に現金化できる資産（流動資産）と、1年以内に支払わなければならない負債（流動負債）とを比
較するものである。流動性を確保するため２００％ 以上が望ましいとされているが、一般的には１２０％～
１４０％であれば健全であるとされている。

短期債務に対応すべき、流動資産のうちの現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当座資産が
十分であるかどうかを表す比率である。１００％以上が理想比率とされている。

総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を表す。比率は高いほど良い。

業務活動に伴う営業収益とそれに要した営業費用を対比して業務活動の能率を表す。比率は高いほど
良い。

投下された自己資本（資本金＋剰余金）の収益力を表す。比率は高いほど良い。

項　目　の　説　明

投下された総資本（負債＋資本）に対する当年度純利益の割合を表す。比率は高いほど良い。

総費用に対する総収益の割合で、総収益と総費用の相対的関連を表す。比率は高いほど良い。比率が
１００％以上の場合は単年度黒字を示す。
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資金不足比率 －

１　算定の基礎 （単位：円）

流動負債 5,944,171,055 A

建設改良以外財源充当
地方債

－ B

流動資産 10,037,399,479 C

解消可能資金不足額 － D

E　（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

マイナスの場合は0

営業収益 10,411,151,063 Ｆ

受託工事収益 － Ｇ

計 10,411,151,063 Ｈ　（Ｆ-Ｇ）

２　計算式

資金の不足額　Ｅ

事業の規模　Ｈ

（参考）

経営健全化基準値　　　　資金不足率　20％

６　令和３年度資金不足比率

資金不足の額

事業の規模

計 0

資金不足率＝

－28－


